
音威子府村の給与・定員管理等について

１　総　括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、平成２６年４月１日現在の人数である。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

※宗谷線北部町村のラスパイレス指数

（注）１　ライスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　単純平均したものである。

２　一般行政職給料表の状況（平成２７年４月１日現在）

平成２７年

98.8

93.7

95.8

98.9 95.2２７年度 98.8 98.0 99.7 96.7 96.9

98.8 99.5 96.4 96.1 99.0 97.0

剣淵町 下川町 美深町 中川町

２５年度 107.4 107.0 106.6 105.2 104.9

音 威 子 府 村

類 似 団 体 平 均

全 国 町 村 平 均

音威子府村 和寒町

２６年度 100.1

348,800

（単位：円）

千円

78,213

千円

329,956

千円

5,471

幌加内町

106.8 104.0

区分
給　　　　　与　　　　　費

給　　料 職員手当

5,689
２６年度

人

58

千円

211,009

千円 千円

給与費　Ｂ／Ａ

（参考）類似団体平均

           %千円

20.6

期末・勤勉手当 計　　 Ｂ

職員数

Ａ

一人当たり

一人当たり給与費

人件費率

       Ｂ/Ａ
区　分

住民基本台帳人口

　　　（26年度末）

歳　出　額

　　Ａ

118,804

実質収支

６　級５　級

人　件　費

　　　Ｂ

（参 考）

２５年度の人件費率

千円

2,047,108

千円 　　　％

25.1

１　級 ２　級 ３　級

514,008

　　　　　人

40,734

４　級

739
２６年度

給 料 月 額

最高号級の

給 料 月 額
140,100 190,200

１ 号 級 の

246,100 303,000 392,600 397,800 409,000

317,000226,400 259,900 286,200

平成２２年

100.4

92.3

95.1



３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日現在）

　　①　一般行政職

　　②　技能労務職

（注）　１「平均給料月額」とは、２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　　２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

　　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか

　　　　　にされているものである。

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特

　　　　　殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のために国家公務員と同じべースで再計算

52.2 369,457 円

　　　  　したものである。

　　③　教育職

区　分 平均年齢 平均給料月額

360,025 円北海道

447,548 円

北海道 44.5 歳 372,323 円 424,723 円

平均給与月額

音威子府村 40.1 歳 340,686 円

歳 337,790 円

歳

平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）
平均年齢

歳

歳

国 歳

347,578

408,996

区　分

類似団体

音威子府村

北海道

43.5

41.7

円

334,283 円 - 円

43.4

45.4

円

331,531 円 399,809 円 375,822 円

円326,664 368,560

円

298,502 円 348,728 円 324,582 円

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

音威子府村 51.3 歳 328,166 円 369,144 円 345,849 円

326,611 円国 50.1 歳 287,992 円

円

類似団体 50.1 268,632 円 297,091 円

類似団体 40.1 歳 340,700 円 432,740

円 283,080歳

- 円



（２）職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在）

（注）１　音威子府村の給与条例に基づく給料表の級分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

193,942

（注）北海道は独自の削減を行っている。

教　育　職
大 学 卒 193,942 円

困難な業務を処理する係長の職務 8 25

1

１　級 定型的な業務を行う職務

６　級

－ 円

265,400

－

19

２　級
高度の知識又は経験を必要とする

業務を行う職務

区　　　分

398,700222,000

区　分

円

標準的な職務内容 職 員 数 構 成 比

378,000

高校卒

円

円

人

6

円

円

円

341,700

141,708 円 142,100 円

150,528 円

円

157,700

198,000 円

技能労務職 高 校 卒

３　級

４　級

主任の職務

係長の職務

－

円

円－

142,100

技能労務職

円

５　級

主幹等の職務

室長等の職務

一般行政職
円174,200 173,166

高 校 卒

円 174,200

円 141,708 円142,100 142,100

国

人

％

％

3

％

12

％

4

人

区　　分

人

人

13

音威子府村 北海道

高 校 卒

大 学 卒

高校卒 円

％

困難な業務を処理する主幹等の職務

困難な業務を処理する室長等の職務

課長等の職務

一般行政職

－ －

３１年

308,900 円

－

７年 １５年

％

41

困難な業務を処理する課長の職務

円

人

大学卒

円

１４年 ２２年 ３２年

経験年数



４　職員の手当の状況　　（高等学校教員除く　平成２７年４月１日現在）

（１）期末手当・勤勉手当

（２）退職手当

（支給率）　　　自己都合　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　自己都合　　　　勧奨・定年

勤続２５年　２９．１４５月分　３４．５８２５月分

勤続３５年　４１．３２５月分　  ４９．５９月分 勤続３５年　４１．３２５月分　  ４９．５９月分

最高限度額　４９．５９月分　　　４９．５９月分 最高限度額　４９．５９月分　　　４９．５９月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　勧奨退職時３号俸昇給） 定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

（３）特殊勤務手当

勤続２５年　２９．１４５月分　  ３４．５８２５月分

勤続２０年　２０．４４５月分　  ２５．５５６２５月分

管理職加算　１０～２５％

役職加算　５～２０％

管理職加算　１０～２５％

勤続２０年　２０．４４５月分　２５．５５６２５月分

高等学校寄宿舎副寮監手
当

高等学校寄宿舎副寮監 高等学校寄宿舎副寮監
月

給料月額の１００分の６

スキーリフト運転技術者
手当

経済課担当職員 スキーリフト運転管理業務 月５，０００円　１２月～３月

スキーリフト主任技術者
手当

経済課担当職員

千円491

164

％

左記職員に対する支給単価

月

日額１，０００円

スキーリフト管理業務 月１０，０００円　１２月～３月

作業業務

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

日額１，０００円

手当の種類（手当数）

のある患者の収容及び防疫

7

住民課担当職員伝染病防疫業務手当

行旅病人、行旅死亡人を庁

伝染病患者、伝染病の疑い

人身に感染する伝染病菌を

住民課担当職員
経済課担当職員

家畜管理（法定伝染
病）・野犬掃討業務手当

有し、又は有する疑いのあ

る家畜に対する防疫作業業

高等学校寄宿舎寮監手当

行旅死亡人　日額３，０００円

務及び野犬掃討の業務

行旅病人等収容業務手当 住民課担当職員
外へ護送するための業務

給料月額の１００分の８

行旅病人　　日額１，０００円

高等学校寄宿舎寮監 高等学校寄宿舎寮監

役職加算　５～２０％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

役職加算　５～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　期末手当　　　勤勉手当

　2.60月分　　1.35月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

5.2

音威子府村

           １，４３４千円

（２６年度支給割合）

（加算措置の状況）

　期末手当　 勤勉手当

　2.60月分　　1.35月分

１人あたり平均支給額（２６年度）

　　　１，６１４千円

（２６年度支給割合）

音威子府村 国

（２６年度支給割合）

　期末手当　　　勤勉手当

　2.60月分　　1.35月分

国

１人あたり平均支給額（２６年度）

千円

北　海　道

支給実績（平成２６年度決算）

１人あたり平均支給額（２６年度）

　　　　　　－　千円



（５）時間外勤務手当

（５）その他手当

手　当　名

295,000
異

円

165,567497

円

214,389

千円 円

管理職又は監督の地位にあ
る職員に支給
課長職：３０，０００円
課長補佐・室長職：２３，
０００円

3,540

千円

千円
管理職手当

3,859

（１６～２２歳までの子は

５，０００円加算）

同

扶養親族がいる職員に支給

配偶者　１３，０００円

配偶者以外６，５００円

配偶者無１人目１１，０００円

同

通勤のため交通機関を利用
する職員に支給限度額：５
５，０００円　自動車を利
用する職員：キロ数に応じ
て２，０００円から２４，
５００円

通勤手当

円

83,9731,259
一部異

国の制度：持
家の場合は新
築購入後５年
に限り２，５
００円

住居手当

借家に居住で月額１２，０
００円を超える家賃を支
払っている職員：限度２
７，０００円　自己の住宅
を所有している職員：月額
７，０００円

扶養手当

平 均 支 給 年 額

（平成２６年度決算）

支給実績（平成２５年度決算） 4,062 千円

内容及び支給単価

千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） 133

支給職員１人当たり

千円

国の制
度との
異同

国の制度
と異なる
内容

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） 156 千円

支給実績
（平成２６年度決算）

支給実績（平成２６年度決算） 千円5,857



５　特別職の報酬等の状況（２７年４月１日現在）

（注）　１　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

　　　　　　（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

578,000

493,000

議　　員

（参考）類似団体における最高/最低額

　　（２６年度支給割合）

　　　　　　　　　３．９５　月分

　　　840,000円 ／ 416,500円

　　　705,000円 ／ 385,000円

　　　310,000円 ／ 115,000円

191,000

村　  長

副 村 長

給
　
料

円

円

副 議 長

　　　395,000円 ／ 140,000円

期
末
手
当

議　　長

報
　
酬

円

142,000 円

123,000

区分 給料月額等

村　　長

副 村 長

議　　長

副 議 長

議　　員

　　（２６年度支給割合）

　　　　　　　　　３．９５　月分

円 　　　290,000円 ／ 100,000円

退
職
手
当

（算定方式） （支給時期）（１期の手当額）

1,185 万円 任期毎578,000円×5.126×勤続年数村　　長

万円副 村 長 493,000円×3.234×勤続年数 638 任期毎



６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

部　　門

（注）　１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　　２　［　］内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（２７年４月１日現在）

増減数

職　員　数区　分 対前年

（各年４月１日現在）

主 な 増 減 理 由

普
 
通
 
会
 
計
 
部
 
門

平成２６年度 平成２７年度

労　　働

商　　工

土　　木

総　　務

税　　務

民　　生

農林水産

衛　　生

計

一
般
行
政
部
門

議　　会 1 1 0

11 11 0

1 1 0

3 3 0

5 5 0

0 0 0

3 3 0

1 0

3 3 0

教育部門 26 24 △ 2

1

小　　計 54 52 △ 2

28

退職による減２、

3 3 0

新規採用による増３、退職による減５

28 0

小　　計 4 4 0

1 1 0
公
営
企
業
等
会
計
部
門

合　　　計
58 56 △ 2

［ 69 ］ ［ 69 ］ ［ 0 ］

水　　道

そ の 他

56歳 60歳20歳 20歳 24歳 28歳 36歳 44歳 48歳 52歳

区　分 ～ ～ ～ ～

47歳39歳 43歳35歳

～ ～ ～

40歳32歳

人 人 人

2

未満 23歳 27歳 31歳 以上

5 8 8 56

人人

55歳

職員数
1 5 8

人

3

人 人

計

59歳

5 4 7

51歳

～ ～ ～

新規採用による増３、退職による減５

人 人 人 人 人



７　職員の研修状況　（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

８　職員の福祉及び利益の保護の状況　 （平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

（１）健康診断の状況

（２）公務災害補償の状況

（３）職員の分限及び懲戒の状況（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

北海道市町村職員研修センター

上川町村会 2

2

職員法務応用研修

政策法務基礎研修

上川町村会 3 職員中級研修

上川町村会

対象者数

1 管理能力研修

北海道市町村職員研修センター 2 地域力向上研修

38

受診者数

3 職員初級研修

上川北部市町村職員合同研修

人間ドック

合　　計 19

上川北部市町村職員合同研修 2 ストレスマネジメント研修

種　　類

職員の懲戒処分 0　件

職員の分限処分 0　件

加入団体 災害件数 災害の概要

地方公務員災害補償基金 0　件

区　　分 件　　数

30

定期健診 20 20

上川北部市町村職員合同研修 4 メンタルヘルスセミナー

研　修　内　容研　修　区　分 受講者数


